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１．はじめに
　グローバル戦略は様々であり、国際展開のあ
りかたも様々である。
　本稿は、グローバル化に成功した日本の食品
製造会社 A 社の発展と事業展開の経緯を辿る
ことによって、日本国内で成功した企業が国際
的にも成功するひとつのパターンを検討し、提

示するものである。国際戦略を成功させるため
には、戦略目標と競争優位の源泉との適合が重
要 （Ghoshal, 1987） であり、統制と適応のバラ
ンスが重要である （Kogut, 1985） とされる。
競争優位の源泉の多くはそれぞれの企業で過去
から引き継がれてきているだろうし、それを大
切にしながら事業を発展させてきているであろ
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Abstract
	 We discuss one pattern of success of Japanese companies' overseas advances, based on the 
case of Company A, which has expanded its business worldwide. Large corporations that have grown 
together with the rise of the Japanese economy have provided products that fit the respective stages 
of development of the Japanese economy, and upgraded their logistical capability in line with the 
stages of social infrastructure development. In order to make their corporate activities successful in 
accordance with the purchasing power of consumers and the stage of infrastructure development, 
companies need the knowhow that corresponds to the respective development stages. Similarly, in 
order to make their activities suitable for the economic development stage of the various countries 
overseas into which they wish to expand, they must utilize the knowhow they have accumulated for 
succeeding in the stage of development of each country. This knowhow, which is accumulated and 
commingled within the company, is extracted and transformed into a mode that fits the respective 
country or region. Important keys for this process are the accumulation and transformation of 
knowhow within the company and the means of communication for ensuring the success of the 
utilization of this knowhow. In the case of Japanese companies, the mode of communication for 
achieving this success is a function of  Japanese-style management. This can also create unintended 
negative impacts.
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う。また、事業を進出先の国や地域に適用する
際に、現地適応を工夫しているであろう。海外
で成功する日本企業は、海外進出の戦略と日本
企業としての既存の強みをどのように維持しな
がら、進出先の状況に適応しているのだろうか。

２．“日本的経営 ”と海外事業展開
　加護野（1997）によると、日本企業は、ウ
チに内在する文化を共有するために、アジアに
進出した際にも、進出先の製造子会社に対して
組織文化を意識的に移植し共有させようとして
いたという。間（1969）は、日英を比較した
実証研究に基づき、わが国の大企業における教
育訓練は、文字通り企業内教育訓練というにふ
さわしい実質を備えており、しかも外社会に対
して閉鎖的であることを指摘している。
　いうまでもなく、グローバル戦略の内容は、
その戦略が対象とする地理的範囲やセグメント
により異なる（Porter, 1986）が、地理的な範
囲を跨いだり、拡大したりする際にも、それぞ
れの地域の市場の特徴や材料・部品の調達や製
品の流通、さらには従業員管理に深く関わる労
働市場や法律上の制約などに適応しなければな
らない。このような新たに直面する数々の制約
のうちの、いずれかをこれまでに自社が経験し
ており、ハンドリングが可能な状態であるほう
が 好 ま し い。 ま た、Think Loca l & Act 
Regional を考慮する必要があり、現地に密着
した施策を実施するうえで、地域ごとのまとま
りを考慮した戦略が必要になる（Rugman, 
2001）。
　一方で、より一般的な国際化の発展段階を考
える立場もある（Dunning, 1993 など）。
　現在の成功、または失敗をもたらす行動は、
その行動を制約する、あるいは方向づける過去
の行動と結果の連鎖からの影響を受けている。
それは個人行動としては学習理論、または行動
主義的な心理学によって説明が可能であり、経
済学的には経路依存性（path dependence）と
して説明される。この概念は経営学のなかでも

用いられる（高橋 , 2011）。
　もし、ある日本企業が日本的特徴を持つなら、
その企業の行動はその特徴によってすでに方向
づけられている行動を維持する力を内包してい
るであろう。また、その企業が国内での事業発
展にともなう何らかの発展経路を経験し、その
発展の経路のうえの各段階で成功を経験してい
るのであれば、海外での事業展開においても類
似した発展経路を維持し、過去の成長段階での
成功経験を基礎にして、進出先の国や地域で新
たに直面するそれぞれの経済発展段階のなかで
活用しようとするであろう。
　本稿では、企業が国際化に成功するうえでの
これまでの経験からの path dependence を吟
味する。
　海外進出前から日本国内で事業を展開してい
た企業は、これまでの事業展開のパターンから
多かれ少なかれ影響を受ける。それでは、日本
企業が影響を受ける日本的特徴とは、一般にど
のようなものであろうか。
　Abegglen（1958）は、日本的経営の特徴と
して、企業別組合・終身雇用・年功序列を挙げ
ている。それらがもたらす企業内の運命共同体
としての一体感は、経営家族主義（間 , 1969）、
集団主義（岡本 , 1976）、生活共同体（津田 , 
1977）、集団志向と義務の無限定性（岩田 , 
1977）、集団的な誘因と貢献（占部 , 1978）、相
互依存（Pascale & Athos, 1981）、信頼（Ouchi, 
1981）、間人主義（浜口 , 1982）を生む。そこ
では、閉じられた組織の中での相互依存や協力、
集団凝集性の高さが特徴となる。その前提にな
る社会人類学・社会学・心理学からの視点とし
て、日本社会の構成要因として重要なのは「場」
の共有であり，われわれという意識の共有であ
るという考えかた （中根 , 1967）や、「和」の
精神により、職務と職場について，たがいに寄
り掛かり、もたれ合って組織を支え、組織全体
の動きは個人の動機よりも，周囲のムードに
よって活発になるという考えかた（間 , 1971 ）、
日本独自の共同体内部の精神構造の本質を「甘
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え」の概念で説明できるという考えかた（土居 , 
1971）がある。こうした土壌の中で、熟練の形
成が行なわれる（小池 , 1981）ことになる。こ
れらの特徴が、日本社会や日本企業の一般的な
特徴であるとされていた。
　それでは、実際の企業行動としての国際展開
にも、こうした日本企業特有の特徴が影響を与
えているのだろうか？ これまでのノウハウの
延長を活かして国際的な事業展開に活かすこと
は果たして有効であるのか？ また、これまで
の仕事の進めかたを継承するということにはプ
ラスの面だけでなくマイナスの側面も考慮する
必要が生じるのではないか？
　こうした疑問について、日本を代表する食品
製造企業である A 社を例に検討を進めていき
たい。
　本稿で設定するリサーチ・クエスチョンは以
下のようになる。
　リサーチ・クエスチョン
① �A 社の場合、国内での成長パターンを海外

展開に活かしているのではないか？
② �A 社の場合、これまでの日本的な社内コミュ

ニケーションのパターンの強みを海外展開
に活かしているのではないか？

③�上の①②には、もしかしたら隠れた脆弱性が
組み込まれており、それに対して何らかの対
応が必要になるのではないか？

３．分析方法
　分析のための資料として、A 社のインター
ネット・ホームページ、海外勤務のマーケティ
ング・ディレクター（インタビュー当時）の B
氏、及び本社の管理職スタッフの C 氏（イン
タビュー当時）へのインタビューとその後の電
子メールでの取材、さらに経済雑誌の記事を用
いた。
　これらの 4 方向の資料（インターネット公開
の会社広報資料、社内に所属するメンバーへの
インタビュー、電子メールによる質疑応答、雑
誌記事）を用いて、当該分野（この場合には国

際経営学）の既存の先入観からいったん離れて
分析を行う。
　方法として Glaser & Strauss（1967）によ
る Grounded Theory Approach（以下、GTA
という）に則った分析を行う。
　ただし、日本においては、GTA が看護学お
よび臨床心理学などの限られた分野で独自の発
展を遂げており、ことさらにインタビューだけ
を用い、その元々のアプローチとしての多様な
資料を用いずに独自の分析手順に関するルール
を設定して分析を進める流派もある。また、そ
れが経営学などの他分野にも流出しつつある。
　しかし、今回の探索的調査は、本来の
Glaser & Strauss（1967）に従って、新たな視
点を獲得しようとするものである。今回、本稿
で目指しているのは、上述のように日本で流布
している一部の流派が行なっているような、イ
ンタビューの結果のみから研究者自身の判断で
多くの要因を解釈してつなぎ、複雑なモデル図
のなかに盛り込むということではなく、複雑さ
の根底に横たわる本質をまず抽出し、記述理論

（Christensen & Carlile, 2009）の基礎部分に
スポットライトを当てて拾い出す、ということ
を目指す。

４．依存すべき経路としてのA社の事業展開
　A 社のインターネット・ホームページによ
ると、A 社の概要と発展の経緯は以下のとお
りである。（なお、以下の A 社の概要の出典は、
本稿の末尾に示したインターネット資料であ
る。）
　A社の概要
　1909 年創業（1925 年設立）。
　資本金 : 79,863 百万円、従業員数 : 単体 3,184
名 , 連結 33,461 名、売上高 : 1 兆 714 億円。
　地域別売上高　日本: 470,893百万円、アジア: 
263 , 752 百 万 円、 米 州 : 219 , 099 百 万 円、
EMEA: 117,708 百万円。
　事業区分別売上高　調味料・食品 : 620,507
百万円、冷凍食品 : 198,254 百万円、ヘルスケ
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ア等 : 239,518 百万円、その他 : 13,173 百万円。
（以上、2021 年 3 月 31 日現在）
　主要事業の発展経緯
　1908 年　グルタミン酸ナトリウムの製造法
特許取得、　1909 年　グルタミン酸による調味
料、　1965 年　飼料用リジン発売、　1970 年　
だし発売、　1972 年　冷凍食品発売、　1978 年　
中華合わせ調味料発売、　1984 年　人口甘味料
発売、　2011 年　がんリスクスクリーニング事
業開始。
　主な海外展開の経緯
　1910 年　 台 湾 に 特 約 店 設 置、　1917 年　
ニューヨーク事務所開設、　1918 年　上海出張
所開設、　1927 年　シンガポール事務所開設、　
1956 年　ブラジル社設立、　1958 年　フィリ
ピン社設立、　1960 年　タイ社設立、　1969 年　
インドネシア社設立、　1974 年　ユーロリジン
社設立、　1991 年　ウエスト・アフリカン・シー
ズニング社設立、　1991 年　ベトナム味の素社
設立、　2015 年　ウィンザー社発足。
　他企業との提携によるノウハウの取得とその
利用の経緯
　1963 年　コーンフレーク発売、　1964 年　
スープ発売、　1973 年　米国ゼネラルフーヅ社
との提携（コーヒー）、　2013 年　東洋水産㈱
との提携（即席麺）、　2014 年　京都大学 iPS
細胞研究所との共同開発（再生医療培地）、　
2015 年　長谷川香料㈱との提携（発酵ナチュ
ラルフレーバー）、　2016 年　プロマシドール・
ホールディングス社の株式 33.33％を取得（ア
フリカ 36 か国で事業展開）、　2016 年　㈱ジー
ンデザインの全株式を取得。

　これまで A 社は、日本人の体格向上に資す
るために料理をおいしくする調味料の開発から
出発し、現在では世界の健康寿命を延ばすこと
に資することを目的に活動している。A 社は
成長過程で調味料、だし、冷凍食品、中華味付
けソースなど、食の豊かさに対応した事業展開
を行い、医療の分野にまで踏み込んでいる。ま

た、海外企業との提携からコーンフレークやイ
ンスタント・スープやコーヒーのノウハウを入
手して、時代に合わせて事業内容を広げている。
現在では外部組織との提携や出資を行い、遺伝
子技術の活用やアフリカなどこれまで事業経験
の薄い分野・地域への足掛かりを獲得している。

５．A社のpath dependentな海外展開
　上述の「4. 依存すべき経路としての A 社の
事業展開」でみてきたように、A 社は日本社
会が相対的に貧困であった時代に、グルタミン
酸を成分とするうま味調味料を発売した。その
後、基本的なだし、素材を火にかける際に混ぜ
ると本格的な中華料理になる味付けソース、冷
凍食品、サプリメントというように、日本社会
が豊かになるに従って、製造・販売する製品の
幅を広げてきた。
　B 氏へのインタビュー（2015）と、その後の
B 氏との電子メールによる質疑応答（2015）に
よると、海外展開のパターンは以下のとおりで
ある。
　経済成長につれて、社会経済が成熟していく。
その社会の成熟に伴って、需要が変わっていく。
それに応じた商品を提供していく。
　基礎調味料のグルタミン酸調味料から始まっ
て、だんだんと経済が豊かになってくると、生
活が忙しくなるので、いつものメニューをもう
ちょっと簡単に作りたくなる。これまでは昆布
とカツオのだしを取って時間かけていつものメ
ニュー（日本で言えばみそ汁）を作っていたが、
それを簡単に作りたいというニーズを発掘し
て、基本的なだしを販売するようになった。こ
れがあると今までの手間は要らないので、主婦
が料理にかける手間や時間を短縮できる。
　進出先の国でそれぞれの経済の成熟の度合い
が違えば、その度合いに合わせて商品を提供す
る。
　それぞれの国への導入製品は大体グルタミン
酸調味料から始まるが、調味料から始まってイ
ンスタント・スープや、混ぜると本格的な中華
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料理になる味付けソースというような製品が出
て、冷凍食品まで行く。
　これまで日本国内でグルタミン酸調味料の状
態から現在までの各発展段階で成功してきたの
なら、同じ発展段階を辿る国で成功できる可能
性は大きい。時間が進むに従って加工度が上
がっていく。または加工度とお金の軸なのかも
しれないが、お金の面で豊かになり、経済が成
熟していくと加工度が上がっていく。経済が豊
かになってくると、大きいスーパーでいろいろ
なものを買いたい。全部買いたいとか、新鮮な
ものを買いたいとか、ちゃんと管理されている
ものを買いたくなる。そうすると、それに合わ
せた運び方、物流が変わってくる。どんどん時
間を短縮させる方向へ行くのと同時に、もっと
色々なものを食べたくなる。例えば、経済が発
展していくことで、和食、洋食、中華というバ
ラエティー化が広がっていく。例えば日本の場
合で言うと、洋食のスープを導入した。次は混
ぜると本格的な味になるソースで中華を簡単に
食べられるようにした。経済がどんどん発展し
ていくと、今度は余暇が重要になる。遊びに行
きたくなる。すると、自宅での食べ物のところ
はだんだん省略し始め、外食に行く。そうはいっ
ても、家での食事は絶対的にあるので、それを
もっと楽に済ませようと思う世帯が増える。レ
トルトや冷凍、チルド製品が売れるようになる。
例えば、うどんを手でこねていたのから、だん
だんとチルド品でいい、冷凍品でいいとなって
くる。それが広がっていき、冷凍食品が売れる
段階に入る。冷凍食品で、簡単・便利においし
いものが食べられる、もうお腹いっぱい、しか
もおいしいという段階にまで経済が豊かになっ
てくると、今度は体にいいことをしたくなって
くる。すると、サプリメントの領域に入ってき
て、A 社のサプリメント事業に行き着く。運
動しているときのパフォーマンスを上げたり、
筋肉痛にならなかったり。余暇にコストをかけ
る。経済的に豊かになったので、じゃあ、エク
ササイズのパフォーマンスをどんどん上げてい

こう。パフォーマンスを上げるためにサプリを
摂取しようという方向に進む。
　一般的にはそうだが、しかし、各国への適用
には個々の工夫が必要である。
　各国の発展段階や特徴（たとえば国が地続き
か、それとも細かい島で成り立っているか）に
よって違いがある。進出先の経済発展の段階は
様々である。
　商業的な発展度や、流通の発展段階（冷凍輸
送・保存）も重要である。バラエティーもだん
だん増えてくる。
　販売の形態は経済の成熟によって異なる。ト
ラディショナルトレード（TT）というのとモ
ダントレード（MT）≒スーパー等、との違い
がある。
　経済が発展すると、TT でいつも買っている
おばちゃんがだんだんとスーパーマケットに行
き始める。なんでかというと、TT の雑貨店で
は物足りなくなってくる。インドネシアのよう
な島国では流通が難しいので TT がメインに
なる。MT の力がなかなか及ばないので消費者
は小さい雑貨店に買い物に行く。そこに並べる
ために A 社の営業マンが直接、個人営業の小
さな雑貨店などに行って物を渡してその場で代
金を回収してくる。シンガポールでは TT は
ほとんど無くなってきている。すごく都会なの
で一般の消費者もスーパーや百貨店みたいなと
ころで購入する。あとは小さいミニマートとか
コンビニエンスストアで商品を購買する。シン
ガポールでは A 社はそういったところにアプ
ローチをかけるのでスーパー１店１店には売り
歩かない。チェーン本部のセンターに届けるか、
オーダーが来たらそれを届ける社員がいればい
い。日本から持ってきている商品が結構ある。
マヨネーズとか冷凍食品。シンガポールは完全
に冷凍食品がメインになってきている。
　冷凍食品は冷凍の物流が可能でないとできな
い。ベトナムもだんだんできるようになってき
ているので少しずつ冷凍食品が動き始める段階
である。今後、ベトナムではさらに経済の成熟
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度が進んでいくであろう。

　以上の A 社の経緯をみると、本稿のリサー
チ・クエスチョン①は裏付けられたと考えられ
る。

６．A社の社内コミュニケーションの特徴
　上述の「5. A 社の path dependent な海外展
開」にひき続き、B 氏へのインタビュー（2015）
と、その後の B 氏との電子メールによる質疑
応答（2015）によると、社内のコミュニケーショ
ンは以下のとおりである。
　リテールに関しては、年 1 回、世界から集ま
る会議がある。日本の本社にリテール担当者の
マーケティング・マネージャーだけが集まる。
期間は３日間ぐらい。参加者はほぼ日本人社員
である。日本語でやっている。来る人は外国人
であっても基本的に英語はしゃべれるので、日
本語を英語に通訳して聞いている。それを現地
に持って帰る。こうした世界会議は R&D は
R&D で、工場は工場サイドで、マーケティン
グはマーケティングで行う。それぞれのダイレ
クターが集まり、そこでいろいろなことを共有
する。
　こうしたほうがいいんじゃないの？ おまえ
のところの経済発展段階は、今、このステージ
だから、この手を打ってみたら？ という話を
する。そこに海外食品部の人なども入ってくる。
海外食品部には海外に行っていた経験を持つ人
がいるので、その人たちのナレッジをまた持ち
寄って、じゃあ、こういうことできないのかな
とかを話し合う。
　海外からは、本社に、例えばこんなものない
のか？ ということを聞きに来る。たまたま本
社のほうから提案するものが現地に合うことも
ある。
　そういった会議をずっとやっている場面で
は、会議室の後ろのほうで研究系の人たちが話
を聞いている。
　工場や研究所の R&D 系の人たちは、自分の

研究したものをマーケティングの担当者に見せ
る。そのために、問いかけの時間があるので、
その前の時間から来て、後ろのほうで、ずっと
一緒に聞いている。もちろんそれ以前の議題の
中でも、R&D のほうからの提案、もしくは生
産系のところから、ラインの小規模立ち上げ、
コスト低減とか、これでいきたい、というよう
なものも出る。簡単パッケージみたいなのが出
てきて、じゃあ、これだったら予算も掛からな
いし、じゃあ、やってみようかとかという案を
出してもらって、その場で判断していくような
感じである。
　ASEAN の各国に赴任しているマーケティン
グディレクターは 6 人いるが、そのメンバーで
の会議があって、ここでナレッジ共有をする。
マーケティング分野だと世界で年に１回、
ASEAN 内では半年に一遍ぐらい不定期でや
る。ASEAN の担当者会議はタイでずっとやっ
ている。基本はその 6 人のメンバーが議論した
いことを事前に決めておく。議論する必要がな
ければ集まらない。こういうことをやっていま
すというのは全部、このメンバーで共有化する。
　各地の R&D で開発されたノウハウや知識
は、基本的には全て本社に送られる。各地から
は情報共有のデータベースにアクセスできるよ
うにはなっていない。日本の本社に情報が集ま
る。
　日本側で作った技術を現地に移していくとい
うことをするので、日本から現地に赴いて現地
の R&D にプレゼンテーションをする。こんな
製品とか、こういうものを扱えるのではないか
などを提案する。たとえばから揚げの衣のクリ
スピー感を上げるにはどうしたらいいのかとい
うのを日本側で全部やって、それを現地の法人
にお話をしに行く。
　実務上、直接的に人と人がやり取りをしない
と意味がないので、海外食品部の人たちが現地
に行って橋渡しをしたり、もしくは結構海外の
色々な国に異動した経験のあるメンバーが多い
ので、その人たちが違う国で仕入れた情報を、
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例えばタイでやっていたんだけども、その人が
異動してベトナムに来てそこで情報を共有する
ということもある。
　あとはもう人間経由でしかない。この人が何
か情報を持っていて、彼が持っているから、そ
こへ情報を取りに行くかどうかということにな
る。
　人事管理の各国へのローカライゼーションは
重要である。シンガポールでは地元のかたへの　
公式の面談は年に１回やっている。シンガポリ
アンは部下を全然育てようとしない。部下の評
価をすごく落とす。部下を育てないと駄目だと
言うと、ぽかーんとする。それだとおまえ評判
悪いよと言っても、は？ みたいな反応が返っ
てくる。そこがおまえの課題だよと言っても全
然しっくりこない。地元の人はなかなか国境を
越えた異動をしたがらない。異動で一番多いの
は日本に行くケース。マーケティングの場合は
本社に行って、スペシャリストをめざす。

　以上のコミュニケーションの特徴をみると、
海外勤務の状態にある社員も含めた本社所属の
社員相互が、高い集団凝集性を持ち、閉じられ
た組織の中で相互依存や協力をしているという
特徴が窺える。そこから情報を配分していく。
これらの特徴から、本稿のリサーチ・クエスチョ
ン②は裏付けられたと考えられる。

７�．path dependent な強みの隠れた脆弱性
とその対応

　これまでにみてきたように、A 社について
のリサーチ・クエスチョンの①と②は裏付けら
れた。しかし、そこに過去からの足枷や何らか
の脆弱性はないのだろうか？
　この点については、（1） 国内での成長パター
ンを海外に活かすことの脆弱性と、（2） これま
での社内コミュニケーションの強みを社内で活
かし続けようとすることの脆弱性、の 2 種類が
考えられる。以下にそれらの 2 つについて、順
にみていきたい。

　（1） �国内での成長パターンを海外に活かす
ことの脆弱性

　A 社は日本経済が未だ発展途上であった明
治時代から、経済の成熟に寄り添うかたちで事
業を発展させてきた。現在、事業を展開してい
る諸国の経済は発展してきている。この先、さ
らに他にも市場を広げるのであれば、日本の食
卓にグルタミン酸調味料が必要であった状態以
前の、より貧しい経済状態にある国や地域にも
進出する必要が生じる。世界には明治時代の日
本よりも、さらに貧しい国々があり、手を差し
伸べられるのを待っている。また一方で、現在、
参入している国や地域の経済状態が改善され、
現在の日本に追いついたり、日本やそれらの国
が現在からさらに豊かな生活を享受する状態に
なった場合には、どのように対応していけばよ
いのだろうか？
　つまり、既存の経験を応用するだけでは対応
できない、（a） 自社が経験するよりも前の段階
の経済状態にある国や地域にどのように対応し
ていくのか、（b） 日本や、現在、参入している
国や地域がこれまでに経験していない段階に発
展した時に、どのような対応が必要なのか、に
ついてあらかじめ対応策を考えておかなければ
ならない。
　まず、（a） についてであるが、A 社はアフリ
カでの離乳食の改善による栄養不足対策のプロ
ジェクトに乗り出している（平尾・星野 , 
2012）。これは、A 社がこれまでに対応したこ
とのないターゲットであり、ガーナ大学などと
共同で事業を進めている。2016 年には、アフ
リカ 36 か国で事業展開をしているプロマシ
ドール・ホールディングス社の株式 33.33％を
取得している。
　さらに、順調な発展途上にある国に於いても、
他の食品企業との競争が激化しており、競争力
向上のために、より現地に密着した事業展開を
始めている。ベトナムでは 2011 年にプロジェ
クトを立ち上げ、栄養士養成制度や栄養士地位

フォーラム26.indb   53フォーラム26.indb   53 2022/03/02   16:122022/03/02   16:12



湘南フォーラム No.26

-54- -55-

認定制度の創設に協力している（インターネッ
ト掲載情報 『ベトナム栄養関連制度創設プロ
ジェクト – Ajinomoto』）。学校給食の栄養向
上にも目を向けている。農村部の子供を中心に
必要な栄養素が不足していた一方で、都市部で
は肥満、高体重の子供が増加していた。A 社
のベトナム子会社では、献立ソフトを開発し、
自社製品を使用した栄養バランスのとれたレシ
ピを開発している （インターネット掲載情報 

『味の素グループ サステナビリティデータブッ
ク 2016』）。
　さらに、（b）については、日本も含めた経
済発展のさらなる進展に対応する動きもしてい
る。「将来求められる潜在ニーズを見越して開
発を進める製品（日経ビジネス , 2016）」とし
てスペシャリティー 4.0 に取り組んでいる（京
都大学 iPS 細胞研究所との共同開発の再生医療
培地はスペシャリティー 3.0 に位置づけられる

（日経ビジネス , 2016））。開発の動きを加速す
るために、スペシャリティ 4.0 ではオープンイ
ノベーションや提携を進めている（日経ビジネ
ス , 2016）。また、その呼びかけもインターネッ
ト上で行っている（インターネット掲載情報『A
社の研究開発のオープンイノベーション』）。
　これまでのＡ社の国内での成長パターンを海
外に活かすことだけでは市場に対応できなく
なっており、新たな対応を行っている。

　（2） �これまでの社内コミュニケーションの
強みを社内で活かし続けようとするこ
との脆弱性

　本社所属の社員相互が、高い集団凝集性を持
ち、閉じられた組織の中で相互依存や協力をし
ているという特徴は、マーケティングの会議で
後ろに研究開発者が立って様子を見ていたり、
同じ職種の社員が情報を共有するために時間を
共にすることで活かされている。
　しかし、現在では、時間外労働は法的に規制
され、また、ダイバーシティの視点からは、育
児休暇や育児に伴う短時間勤務などを尊重する

制度の導入が必要になっている。これに伴う変
化は、いつまでも社員が同じ場所を共有しなが
ら過ごすことによる凝集性や相互の依存関係に
影響する。また、上の（1）でみてきたように、
オープンイノベーションや提携を進めていけ
ば、社内だけでの閉じられた緊密な関係は変化
せざるを得ない。
　C 氏へのインタビュー（2013）から社内のコ
ミュニケーションの現状をみると、B 氏へのイ
ンタビュー（2015）だけからは見えなかった
側面が見えてくる。以下は C 氏へのインタ
ビューの内容である。
　「制度上、割と家でも仕事が出来るのですけ
れども、やはり、女性が働くことの難しさにつ
いて何かご理解いただけない上のかたというの
も何人か結構いらっしゃって。育児中の女性に
対する制度は整っているけれども、第一線で活
躍している女性の数というのはそんなに多くは
ないと思う。子育てしながら仕事をしている女
性の理解っていうのは非常に低いかなあという
感じはしますね。」
　「子どもが病気で、いち早く総合病院へ行き
たい。自分はこれからプレゼンテーションをし
なければならないので、どうしても主人に帰っ
てきてもらわないと困る。でも彼は、おなじ会
社にいながら、電話がつながらない。結局つな
がったが、会議中だからとブチッっと切られ
ちゃって。結局彼が帰ってきたのが 8 時半とか
9 時とかくらいなんです。やっぱり帰れない雰
囲気をこの会社は作ってしまっているような気
がしますね。男性は会議のときに出られないっ
てブチッて切る。周りの人がどう思うのかとい
うことですよね。子供がこういう状況だから
ちょっと抜けさせて下さい、っていうのはやっ
ぱり言えない会社なのかなぁと思う。わたしは
母親なので仕方がないかなぁと思われるけれど
も、主人がそれを言うと、そんなのは奥さんが
やるだろうと。うーんそういう風土なのかなぁ
と。」
　「何でその背景があるかというと、長時間勤
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務という悪い文化があるので、そこがかなり影
響しているのかなぁと思います。」
　しかし、社内の空気も若い人を中心に変わっ
てきているようである。
　「最近の下の人って割と、言われたことはちゃ
んとやるんですけど、それ以外のことってやら
ない。ドライな風習があるのか、わたしたちが
新入社員で入った頃って変なおじさんとかが
いっぱいいて、理不尽な事を言われて働いてい
たりしたんですけど、今ってそういうことをや
るとパワハラになってしまう。もう仕事上で必
要なことはやるけれど、それ以上の、めんどく
せえことはやらねえぞ、みたいな感覚をひしひ
しと感じます。」
　時間外労働規制や育児休暇制度などが充分取
り入れられている企業であるが、同質集団がい
つまでも職場で時間を共にしている習慣がまだ
残っているようである。しかし、それも若い人
を中心に変わってきているようである。
　社内のコミュニケーションの前提も変わりつ
つある。新たに効率のよいコミュニケーション
のパターンを確立しないと、これまでの前提が
変わりつつあるだけに、この組織が持っている
これまでのコミュニケーション上の強みが失わ
れるだけになってしまう。新たな働きかたへの
対応が求められているが、若手社員の意識は、
いわゆる“上のかた”“変なおじさん”の意識
とは違ってきているようである。

　以上の、（1） 国内での成長パターンを海外に
活かすことの脆弱性と、（2） これまでの社内コ
ミュニケーションの強みを社内で活かし続けよ
うとすることの脆弱性、のそれぞれのをみると、
本稿の③のリサーチ・クエスチョン、すなわち、
国内での成長パターンを海外に活かすことだけ
では対応しきれない状況や、これまでの日本的
な社内コミュニケーションの強みを活かすこと
だけでは、今後は対応しきれない状況が生じて
きていることが分かる。本稿のリサーチ・クエ
スチョン③は裏付けられたと考えられる。また、

コミュニケーションについては、新しいコミュ
ニケーションの方法が確立しているとはいえ
ず、今後も模索が必要だと考えられる。

８．おわりに（結論）
　A 社の基本的な国際展開は、進出先の国や
地域の市場の成熟度に応じて、基礎調味料→風
味調味料→メニュー調味料→冷凍食品→健康サ
プリという段階的な対応をしていた。これは日
本国内の市場で長年かかって A 社が対応して
きた経路を各国に合わせながらも辿っていく道
程であった。国の成長段階に合わせて A 社は
自社が持つノウハウをフル活用していると考え
られる。このノウハウを国際展開に活用するこ
とによって、大規模で長期的な自社の成長を組
み立てている。それには、当然のことながら、
それぞれの進出先の国や地域・制度に合わせる
ことが必要ある。逆にいえば、A 社はさまざ
まな国に進出することによって柔軟な事業展開
のアレンジのしかたについてもノウハウとして
取得し続けているともいえる。
　海外の単一の国家で事業を展開するのではな
く、複数の発展段階の国で同時に展開していく
ことにより、自社が所有する各経済段階に応じ
たノウハウを途切れることなく、同時進行で社
内に維持し、磨き続けることができる。
　それだけでなく、A 社が事業の出発点にし
ている経済発展の段階よりも前の貧困層、いわ
ゆるBottom Of the economic Pyramid（BOP）
市場での活動も本格的に始めており、もしその
試みが成功すれば、その後、その対象市場が経
済的な発展をしていくのに伴って、A 社はこ
の新しい市場においても自社に馴染みの深い
path dependent な事業展開を辿ることが可能
になっていくはずである。また、日本をはじめ
とする先進国の経済段階の先を見越して、これ
までの A 社の主な事業領域である食品を超え
た健康市場での新たな地平を拓こうとしてい
る。A 社の中期計画は、「10 億人の健康寿命を
延伸する」ことを謳っている（インターネット
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掲載情報 : A 社経営方針関連ページ）。
　その一方で、A 社は旧来の日本的と考えら
れるコミュニケーションの特性を持っており、
それを活用してきたが、その特性が変質する状
況にさらされており、時間拘束の長い相互依存
性だけでなく、より効率のよいコミュニケー
ションルールづくりも必要になってくる。
　他の日本企業への含意は、自社の国内での成
功要因を見極め、それを海外進出先に対して慎
重にアレンジしながら活用することに一定の効
果があるだろうということと、これまでの日本
的コミュニケーションは、社内では働き方改革
や世代交代によって、社外では現地社員や提携・
共同先の組織メンバーとの協力の必要性の高ま
りによって、変質していかざるを得ないことで
ある。

（本研究は JSPS 科研費 JP 19K01919 の助成を
受けたものです。）
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